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（診療報酬改定）
（主な制度改正）

老人医療の対象年齢の引上げ
70歳以上 →  75歳以上
（～Ｈ14.9）　（Ｈ19.10～）

※（　）内は老人医療費の国民医療費に占める割合

また、平成１９年度の老人一人当たりの診療費
は、若人と比較すると、４．８倍（入院７．４倍、外
来３．９倍）となっており、その主な要因として、
高齢者は、入院、外来とも受診率が高く（入院
６．７倍、外来２．５倍）、一件当たり受診日数が多
い（入院１．４倍、外来１．３倍）ことがあり、年間
の一人当たりの受診回数（日数）は若人と比較
して多くなっている（入院９．２倍、外来３．３倍）
（図２－３－１２）。
さらに、老人医療費の水準をみると、一人当

たり老人医療費は、最大と最小で約３７万円（約
１．５倍）の格差がある（図２－３－１３）。

（６）子育て支援施策の総合的推進
平成２１年度においては、１６年６月に国の基本

施策として閣議決定された「少子化社会対策大

綱」の具体的実施計画として策定された「少子
化社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施
計画について（子ども・子育て応援プラン）」
（平成１６年１２月少子化社会対策会議決定）に基
づき、若者の自立や働き方の見直し、地域にお
ける子育て支援など総合的な取組を進めてい
る。
今般、「少子化社会対策大綱」及び「子ども・

子育て応援プラン」を見直し、新たに子育て支
援の総合的な対策である「子ども・子育てビ
ジョン」（平成２２年１月閣議決定）を策定した。
この「子ども・子育てビジョン」では、子ども
が主人公（チルドレン・ファースト）と位置づ
け、「少子化対策」から「子ども・子育て支援」
へ考え方を転換し、社会全体で子どもと子育て
を応援する社会の実現を目指し、平成２２年度か

１９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７
（Ｓ６０） （Ｈ２） （Ｈ７） （Ｈ１２） （Ｈ１３） （Ｈ１４） （Ｈ１５） （Ｈ１６） （Ｈ１７） （Ｈ１８） （Ｈ１９）

国民医療費 ６．１ ４．５ ４．５ ▲１．８ ３．２ ▲０．５ １．９ １．８ ３．２ ０．０ ３．．０
老人医療費 １２．７ ６．６ ９．３ ▲５．１ ４．１ ０．６ ▲０．７ ▲０．７ ０．６ ▲３．３ ０．１
国民所得 ７．４ ８．１ ０．１ ２．０ ▲２．８ ▲１．５ ０．７ １．６ ０．５ ２．１ ０．３

〈対前年度伸び率〉 （％）

注：国民所得は内閣府発表の国民経済計算（２００８．１２）。

図２－３－１１ 医療費の動向
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１人当たり診療費の若人との比較（平成19年度）

若人

老人
4.8倍

若人

老人
7.4倍

若人

老人
3.9倍

１人当たり診療費

うち入院

うち外来

入院

外来

若人

受診率　6.7倍

若人

老人

受診率　2.5倍

１件当たり受診日数
1.4倍

１件当たり受診日数
1.3倍

１日当たり診療費
0.8倍

１日当たり診療費　1.2倍

三要素の比較（平成19年度）

なお、老人の１件当たり診療費を若人と比較すると、
入院1.1倍外来1.6倍であり、一年間の受診頻度を示す
１人当たり日数で比較すると、入院9.2倍、外来3.3倍である。

老人

※

17.8万円

85.7万円

5.8万円

43.2万円

10.2万円

39.9万円

（注）１．老人とは老人医療の受給対象者であり、若人とは老人医療受給対象者以外の医療保険加入者である。
　　　２．入院は、入院時食事療養費・入院時生活療養費（医科）を含んでおり、外来は、入院外（医科）及び薬剤の支給の合計である。
　　　３．平成14年10月以降、老人医療受給対象者の年齢は段階的に引上げられている。
　　　４．老人の１人当たり医療費は87.0万円となっており、若人の１人当たり医療費18.1万円の4.8倍となっている。
（資料）保険局調査課「老人医療事業年報」、「医療保険に関する基礎資料」
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全
国
平
均
と
の
差
（
万
円
）

その他
歯科
入院外＋調剤
入院＋食事・生活
一人当たり老人医療費

全国平均：86万9,604円

最高：福岡県　108万2,157円
最低：長野県　  71万5,564円

1.51倍

ら２６年度までの今後５年間で目指すべき施策内
容と数値目標を盛り込んでいる。今後は、同ビ
ジョンの着実な実施に向け、政府を挙げて取り
組んでいくこととしている。
また、「明日の安心と成長のための緊急経済

対策」（平成２１年１２月閣議決定）及び「子ども・
子育てビジョン」において、幼保一体化を含む

新たな次世代育成支援のための包括的・一元的
な制度の構築については、平成２２年前半を目途
に基本的な方向を固め、２３年通常国会までに所
要の法案を提出するとされている。このため、
２２年１月２９日には、関係閣僚を構成員とする
「子ども・子育て新システム検討会議」が設置
され、保育サービスを始めとする子育て支援

図２－３－１２ 老人医療費の特性

図２－３－１３ 一人当たり老人医療費の診療種別内訳（全国平均との差）～平成１９年度～



サービス・給付の充実に向け、議論を進めるこ
ととしている。また、「新成長戦略（基本方針）」
（平成２１年１２月閣議決定）においても、各種制
度・規制の見直しについて記載されている。な
お、社会保障審議会少子化対策特別部会では、
こうした議論につながる検討を行ってきたとこ
ろであり、２１年２月には第１次報告、同年１２月
には議論の整理がなされている。
また、平成１７年４月に本格施行した「次世代

育成支援対策推進法」（平成１５年法律第１２０号。
以下「次世代法」という。）に基づき、地方公
共団体においては、地域における子育て支援や
母性、乳幼児の健康の確保・増進、教育環境の
整備等を内容とする地域行動計画、企業等にお
いては、仕事と子育ての両立支援のための雇用
環境の整備、働き方の見直しに資する労働条件
の整備等を内容とする一般事業主行動計画が策
定され、これに基づく取組が進められている。
地域行動計画は、５年を１期としてすべての

地方公共団体に策定が義務付けられており、平
成１７年度から２１年度末を計画期間とする「前期
行動計画」についてすべての都道府県及び市区
町村が策定済みである。最終年次にあたる２１年
度においては、過去５年間の取組の評価を実施
し、２２年度から２６年度末までを計画期間とする
「後期行動計画」の策定がおこなわれることと
なっている。また、一般事業主行動計画につい
ては、２１年１２月末現在で策定し、都道府県労働
局への届出が義務付けられている従業員３０１人
以上の大企業の９８．３％が届出済みとなってい
る。一方、策定・届出が努力義務となっている
３００人以下の中小企業においては２２，９５４社が既
に届出済みとなっている。さらに、次世代法に
基づき企業が行動計画に定めた目標を達成した
ことなどの一定の基準を満たした場合は、申請
を行うことで都道府県労働局長から認定される

仕組みが１９年４月から開始され、２１年１２月末現
在で８１８社が認定を受けている。
さらに、平成１９年１２月に取りまとめられた

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（平
成１９年１２月少子化社会対策会議決定）を踏まえ、
社会保障審議会少子化対策特別部会において次
世代育成支援のための新たな制度体系の設計に
ついて検討を行っており、２１年２月には「第１
次報告」がとりまとめられ、１２月には議論の整
理が行われたところである。２０年２月には、保
育施策や放課後対策を質・量ともに充実・強化
し、推進するための「新待機児童ゼロ作戦」を
策定し、２０年度からの３年間を集中重点期間と
して、取組を進めることとしていた。このた
め、２０年度には、「新待機児童ゼロ作戦」によ
る保育所の整備等、認定こども園等の新たな保
育需要への対応及び保育の質の向上のための研
修支援などを実施し、子どもを安心して育てる
ことができるような体制整備を行うための「安
心こども基金」を都道府県に創設した。
また、平成２１年度第１次、第２次補正予算に

おいて「安心こども基金」を増額し、保育所の
整備等、認定こども園等の新たな保育需要への
対応及び認定こども園等における教育の質の向
上のための研修支援などを実施し、子どもを安
心して育てることができるような体制整備を進
め、保育サービス等の充実・拡充を行っている。
なお、平成１８年６月に「就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
る法律」（平成１８年法律第７７号）が成立し、同
年１０月から、就学前の子どもに対して教育、保
育及び子育て支援を一体的に提供する施設を都
道府県が認定する「認定こども園」制度が始まっ
た。２１年４月１日現在、全国で３５８件の認定が
行われている。また、２０年１０月に内閣府特命担
当大臣（少子化対策）、文部科学大臣、厚生労
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働大臣の３大臣合意により立ち上げた「認定こ
ども園制度の在り方に関する検討会」において、
①財政支援の充実、②二重行政の解消、③教育
と保育の総合的な提供の推進、④家庭や地域の
子育て支援機能の強化、⑤質の維持・向上への
対応などへの対応などの認定こども園における
課題について議論を進め、２１年３月に報告を取
りまとめた。２１年度においては、報告書におい
て指摘された課題について、対応可能なものか
ら取り組み、その解消を図っているところであ
る。

（７）地域福祉計画の策定の支援
福祉サービスを必要とする高齢者を含めた地

域住民が、地域社会を構成する一員として日常
生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる
分野の活動に参加する機会が与えられるよう地
域福祉の推進に努めている。このため、福祉
サービスの適切な利用の推進や福祉事業の健全
な発達、地域福祉活動への住民参加の促進等を
盛り込んだ地域福祉計画の策定を支援してい
る。
なお、平成２１年３月末時点で計画が策定済み

の自治体は、７８３（４３．５％）であり、前回２０年
３月末時点調査の６９８（３８．４％）から５．１％増え
た。また、今後策定を予定している自治体を含
めると、１，０９０（６０．５％）となった。

３ 学習・社会参加

「学習・社会参加」分野については、高齢社
会対策大綱において、次のような方針を明らか
にしている。

高齢社会においては、価値観が多様化す
る中で、学習を通じての心の豊かさや生き
がいの充足の機会が求められ、経済社会の

変化に対応して絶えず新たな知識や技術を
習得する機会が必要とされることから、生
涯のいつでも自由に学習機会を選択して学
ぶことができ、その成果が適切に評価され
る生涯学習社会の形成を目指す。
また、高齢者が年齢にとらわれることな

く、他の世代とともに社会の重要な一員と
して、生きがいを持って活躍できるよう、
ボランティア活動を始めとする高齢者の社
会参加活動を促進するとともに、高齢者が
自由時間を有効に活用し、充実して過ごせ
る条件の整備を図る。
さらに、ボランティア活動を始めとする

NPO等やシルバー人材センターにおいて
行う活動は、自己実現への欲求及び地域社
会への参加意欲を充足させるとともに、福
祉に厚みを加えるなど地域社会に貢献し、
世代間、世代内の人々の交流を深めて世代
間連帯や相互扶助の意識を醸成するもので
あることから、誰もが、いつでも、どこで
も、気軽に活動に参加できるよう、自発性
を尊重しつつ、基盤の整備を図る。

（１）生涯学習社会の形成
ア 生涯学習の推進体制と基盤の整備
（ア）生涯学習の推進体制の整備
「生涯学習の振興のための施策の推進体制等

の整備に関する法律」（平成２年法律第７１号）
や中央教育審議会の答申等に基づき、生涯学習
社会の実現に向けた取組を促進するとともに、
新たな地域づくりのための施策の企画の提案
や、相談対応、地域づくりの取組の全国への普
及などを促進している（図２－３－１４）。

（イ）生涯学習の基盤の整備
生涯学習の一層の振興を図るため、開催都道


